
平成27年度の重点項目

№ 項目

  -人

Ａ

　平成27年度の公会計
制度改革では、財務諸
表作成のための基礎資
料となる固定資産台帳
の整備がメインとなり
ます。全庁的な協力の
もと進めてまいりま
す。

全庁的な取組体制を組み、平成２８年３月、総務省統一モデル
による新たな公会計制度の導入時において基準となる固定資産
台帳の整備を完了しました。
また、今後の更新マニュアルも完成し、次年度以降の固定資産
台帳更新を進めることができることとなりました。
相当な事務量があったにもかかわらず、尽力いただいた各部、
各課の職員に感謝いたします。

具体的内容

　国立市の公共建築物
は、全体として老朽化
が進んでおり、近い将
来には、小・中学校を
中心に次々と建替えが
必要になります。平成
27年度は、基礎データ
としての公共施設白書
の更新を行うととも
に、庁内連携により公
共施設再編計画の具体
的検討を開始します。
　また、公共施設の再
編を考えるにあたって
は、市民のご理解が必
要となります。市民の
ご意見を聞き、ともに
考える今後の仕組みを
検討します。

部の概要

　部の運営方針については、政策経営部長のマニフェストによります。
　政策経営部の施策のうち、特命担当部長の所掌として、行財政改革分野であるストックマネジ
メントの推進及び公会計制度改革があります。これらの2施策については、行政評価システムの見
直し、使用料・手数料等の受益者負担基準のルール化と合わせた四課題を一体として整理する仕
組みづくりが求められています。
　部内及び庁内の連携により、施策を推進してまいります。

達成状況（年度末評価）

1

達成度

Ａ
ストックマネジメ
ントの推進

下記の通り、関係者の皆様のご理解と、職員の協力により平成
２７年度に実施すべき事項を完了しました。
・「公共施設白書（更新版）」は、平成２８年３月に完成しま
した。
・平成２７年５月に策定した「公共施設保全計画」のデータを
もとに、市報特集号（Ｈ27/10）の配布、市民説明会の開催、出
前講座の実施、校長会での説明、市議会議員への説明会などに
より、公共施設の老朽化と更新問題の周知を図りました。
・この問題の重要性にかんがみ、平成２７年７月に、市長を本
部長、副市長・教育長を副本部長とする「公共施設マネジメン
ト推進本部」を設置し、全庁で取り組む態勢を整えるととも
に、次年度以降の取組計画（スケジュール）を決定しました。
・推進本部の下に、「検討委員会」を設置するとともに、学校
施設、給食センター、学童保育所に関する「検討部会」によ
り、検討を進めました。
・さらに、市の各職場の職員に、公共施設の問題を、今後自ら
の課題としてとらえてもらい研鑽を積むとともに、組織的な取
り組みの素地を作るため、中堅・若手の職員を中心とする自主
研究グループ「100人部会」を立ち上げ、勉強を開始しました。
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【達成度】　Ａ…100％　Ｂ…80％以上100％未満　Ｃ…50％以上80％未満　Ｄ25％以上50％未満　Ｅ25％未満

◆　平成27年度　部長マニフェスト　◆　　特命担当部長　薄井　敏男　　

部の運営方針

部長写真所属課と人員
（H27.4.1現在）

（政策経営部に含む）

公会計制度の改革


